
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2021年 度 事 業 報 告 書

(2021年 2月 1日 から2022年 1月 31日 まで)

比壺墨塾」壺勘 1塗埋迦 |コ肛�ェ上型IL

1 事業の成果

・国内外における社会課題を発信する事業

昨年度に引き続きコロナ禍による影響で、特に海外における取材を制限せざるをえなかったが、海外取

材地の現地パー トナーとの協働による取材・発信、国内における社会問題の継続的な取材 0発信など、昨

年度から注力し始めた活動をより深めることができた。また、直接人の集う報告会などを開催できない

代わりに、YouTubeを利用したラジオ型番組 「Radb Dialogue」 を開始し、新たな発信手段を獲得する

ことができた。とりわけチャンネル登録者の増加と視聴回数に寄与し、YouTubeを 通して非常に多くの

受益者に情報を届けることができた。そのほか書籍の執筆、カレンダーの制作なども計画通 りに実施す

ることができ、また、社会的にオンライン化が進んだことにより、講演回数も例年の水準に戻りつつあ

り、講演を通した情報発信も多くの人に届けることができた。さらに、コロナ禍の波の落ち着いた頃に開

催することのできた写真展は、感染者を出すことなく無事に終了し、市民団体と協力し、これまでリーチ

できなかった地方での巡回展を開催することもできた。唯一の海外取材となったスリランカ渡航では、

弊会ならではの機動力、視点を活かした取材を行うことができ、その後の発信に大いに活かすことがで

きた。

・次世代を担う発信者の発掘 0育成を行う事業

今年度初頭に行った「東北オンラインスタディツアー」の成功により、他団体と協働しながらイベントを

行うなど、新たな問口を広げることができた。また、当初はリアル開催を想定していた「D4Pメディア

発信者集中講座」は、コロナ禍により残念ながらオンラインでの開催となったが、多様な講師陣との連携

により、弊会にとってこれまでにない役割を担うことができ、参加者からの評価も高く、一定の成功を納

めることができた。

。国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行う事業

現地での活動については今年度の実施はしなかったが、今後起こりうる人道危機に対応するため、国内

外でのネットワーク作りや情報共有、団体内のインフラ整備などに注力した。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【35,190】 千円)

疋款 に記
載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国 内外 に
お け る社
会 課 題 を
発 信 す る
事業

海外取材 :それぞれの存在の尊
厳を伝える目的で、入管収容問
題に関係するスリランカ取材を

敢行した。

国内取材 :主に人権と多様性、対
話の重要性を伝える目的で、在
日外国人に対するヘイ トクライ
ム、入管収容問題、ハラスメント
の構造的問題、人権概念の啓発
などといった活動に加え、継続
して行っている東北の被災地、

沖縄における戦争や基地問題な
どの発信を行った。

発信 :写真 映像撮影。文章執筆 0

講演活動 。メディ
ア出演・写真展開催などの手段
で、当法人のメディア (Webサイ
ト/YouTube/音 声配信システ
ム)の他、 TV、 ラジオ、新聞、
雑誌、及び講演を通して発信を
行なった。

通年

スリランカ、

東京、日本全

国、中東 (オ

ンライ ンに

て)、 アフリ

カ (オンライ

ンにて)

16人

取材対象
者、及び

発信する

情報を視

聴 す る

者.

情報の視
聴者 :約
500万人

25,348

次 世 代 を
担 う発 信
者の発掘・
育 成 を行
う事業

次世代を担う若年層に対して、

災害や復興を伝える目的で、オ
ンラインにてスタディーツアー

を企画したほか、福島県の団体
と協働しオンラインイベントを

継続的に実施した。 新規にメデ

ィアでの仕事を目指す、あるい

は関心のある若者を対象とした

集中講座を開催した。また、同じ

く若年層を対象とし、他団体と
の協働で世界の現状を知っても

らうためのオンラインイベント
を開催した。

通年
東京、日本全

国、
7人

イベント

参加者、

及びその

視聴者。

イベント
参 加 者
数 :401
人

6,686

国 内外 で
の災害・紛
争等 の緊
急 時 にお
け る人道
支援 活 動
を行 う事
業

今後起こりうる人道危機に対処
するため、国内外でのネットワ
ーク作りや情報共有、団体内の
インフラ整備を行なった。

通年

東京、日本全

国、中東 (オ

ンライ ンに

て)、 アフリ

カ (オンライ

ンにて)

4人

人道危機

が起こる

可能性の

ある地域

に居住す

る市民

不特定多
数

3,156
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2021年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生塾場合)

12021年 2月 1日 ～2021年 1月 31日 )
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2021年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

盤定i劃当|」」1菫1屋1塾!迦」聖里コ1上些:皿L
2022年 1月 31日 現在

1

38,384,798
2,542,099

498,429
123,200

現金預金
未収入金
棚卸資産
前払費用

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

41,5481526【A】 資 産 合 計 ①+②

31893:902

未払金
未払法人税等
未払消費税等
預り金

3,393,902

長期借入金
退職給付引当金

318931902

41:548,526【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

コ
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流 動 響 産合 計  ・ ・ ・ ① 41.548.526

0
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2021年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利 ialoeue for le

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準で行っています。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています

2.事 業別損益の状況

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

なし

2021年 6月 9日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)によっています。
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1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5,その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
賞与
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
コンテンツ制作費

アプリケーション使用料

福利厚生費

業務委託費

謝金

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

保険料
諸会費

租税公課

研修費

新聞図書費

広告宣伝費
支払手数料

雑費
書籍等仕入高 (期末
棚卸等含)

その他経費計
経常費用計



4

Ｆ
０

固定資産の増減内訳
なし

借入金の増減内訳
なし

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

給料手当には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を省略して

います。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

´
０

７
，

事業費と管理費に共通する「全部門共通」の正会員受取会費、受取寄附金、受取利息ついては、8:2に接分し、更に事業費は

「①国内外における社会課題を発信する事業」「②次世代を担う発信者の発掘。育成を行う事業」「③国内外での災害・紛争等

の緊急時における人道支援活動を行う事業」に7:2:1と して按分しました。

その他の事業に係る資産の状況

事業費と管理費に共通する「全部門共通」の経費については、8:2に接分し、更に事業費は「①国内外における社会課題を発信

する事業」「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行う事業」「③国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行

う事業」に7:2:1と して按分しました。また「事業費全般」に係る経費については、「①国内外における社会課題を発信する事

業」「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行う事業」「③国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行う事

業」に7:211と して按分しました。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2021年度 財産
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事 業 報 告 用

2022年 1月 31日 現在
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】
〓

498,429

123,200

38,384,

2,542,099国内外における社会問題を発信する事業収益

商品 (書籍等)

現金預金
現金

分家賃

562

現金外貨
みずほ銀行 普通預金
ゆうちょ銀行 当座預金
Paray銀行 普通預金
楽天銀行 普通預金①
楽天銀行 普通預金②
楽天銀行 普通預金③

212,

300,

25,070,

3,936,

115,

1,1797,

6,1)51,

903
441
227

41,548,【A】 資 産 合 計 ①+②

=¬ 百 Tの 部

未払金
freeeVISAカ ー ド
日本年金機構 (2022年 1月 分 社会保険料他)

1月 分従業給料 。役員報酬
その他 (2021年度分 通信運搬費他)

i zo, oool法人都民税

未払消費税等

未払消費税 1,597,

預り金
預り金 (給与源泉税)

預り金 (住民税)

預り金 (源泉謝金)

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,393,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 37,654,



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2021年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

壺鍾墜豊型二重墟型塁Ш堕山旦堕」mェ」堕墨止Q

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )

氏   名

1 睡憂卜監事
サトウ ケイ 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

2021年 2月 1日

2022年 1月 31日佐藤慧

2 睡亜]・
監事

サトウ ナツキ 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年  月  日

年  月  日佐藤菜津紀 (安

田菜津紀 )

3 睡垂卜監事
ナカヤマ ダイスケ 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年

年

月

月

日

日中山大輔

4
イシカワ ボン 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年  月  日

年  月  日石川凡

5 睡憂卜監事
ザイマ フミヤス 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年

年

月

月

日

日在間文康

6 睡憂]・
監事

ヨネオカ マユミ 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年  月  日

年  月  日米岡真由美 (谷

口真由美)

7 睡憂卜監事
スギハラ ヤスヒロ 2021年 2月 1日

2021年 4月 12日

年 月

月

日

日年杉原康宏

(SUGIZO)

8 睡垂卜監事
オザワ イブキ 2021年 4月 12日

2022年 1月 31日

年  月  日

年 月 日小澤いぶき

9 理事・匡∃
イシイ ヒロアキ 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年  月  日

年 月 日石井宏明

10 理事。匠∃
ウルマ タクロウ 2021年 2月 1日

2022年 1月 31日

年  月  日

年  月  日潤間拓郎

睡憂]・
監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 0事業報告用

社 :員名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

登塵 壁皿理勤主憂墨型鯉Ln」凶山

氏   名

産藤慧

つ
“

性藤菜津紀 (安 田菜澤
紀)

3

中山大輔

4

百川凡

5

任間文康

〔
Ｊ

米岡真 由美 (谷 口真 由
美)

７
〓

間間拓郎

8

矢萩邦彦

9

石井宏明

10

赤倉優蔵

11

小澤いぶき

12 以 上


